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高知市シティプロモーション事業委託業務公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

高知市シティプロモーション事業委託業務 

⑵ 目的 

本市人口は，現在年間約 3,000 人のペースで減少しており，若者世代を中心とした転出超

過をはじめ人口減少に歯止めがかからない状況にある。人口減少克服に向けて，本市の基本

的な魅力発信に加え，人口増に向けての取組を県内外に PRする必要がある。 

本事業は，令和７年度に開催される大阪・関西万博を契機として，本市の情報発信力を高

めるため， 20～34 歳の若者世代を中心に訴求力の高い本市のキャッチコピー，特設サイト，

動画，ロゴマーク等を制作するとともに，関西圏におけるイベント開催などの効果的なプロ

モーションを展開することにより，本市の認知度やブランド力の向上，関係人口及び移住・

定住人口の増加につなげることを目的とする。 

⑶ 業務内容 

別添「高知市シティプロモーション事業委託業務仕様書」のとおり。（以下「仕様書」とい

う。）ただし，契約締結時における仕様書は，受託者の企画提案内容により変更する場合があ

る。 

⑷ 委託期間 

   契約締結日から令和８年３月 31日（火）まで 

⑸ 提案限度額 

20,295 千円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

        

２ 資格要件 

  公告日から契約相手方の候補者決定までの間において，次に掲げる要件をすべて満たす者で

あること。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４第２項各号の規定に該当しない 

者 

 ⑵ 高知市競争入札指名停止措置要綱（平成６年７月１日制定）（以下「本市指名停止要綱」と 

いう。）の規定による指名停止又は指名回避の措置を受けている期間が存在しない若しくは本 

市指名停止要綱の対象となる事案に該当しない者 

 ⑶ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条第 1 項若しくは第 19 条第１項若しくは第２項の

規定に基づく破産手続開始の申立て，民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定

に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に

基づく更生手続開始の申立てがなされていない者。ただし，民事再生法の規定に基づく再生

手続開始の申立て又は会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされた者であっ

ても，民事再生法の規定に基づく再生計画認可の決定又は会社更生法の規定に基づく更生計

画認可の決定を受けた者については，当該再生手続開始又は更生手続開始の申立てがなされ

なかったものとみなす。 

⑷ 代表者又は役員等が，高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成 23年規則第 28 

号）第４条各号のいずれにも該当しない者 

⑸ 法人である者 

⑹ 市町村税，都道府県税及び国税（法人税，消費税及び地方消費税並びに源泉所得税及び復興 

特別所得税（強制徴収分））を滞納していない者 
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⑺ 社会保険料（健康保険料，厚生年金保険料及び子ども・子育て拠出金）を滞納していない 

  者 

⑻ 共同企業体を構成する場合は，共同企業体を構成する全ての者が上記(1)～(7)の資格要件 

を満たしていること。 

 

その他（失格等に関する事項） 

⑴ 次のいずれかに該当することが明らかになったときは，失格とする。 

  ・参加資格要件を満たさなくなったとき。 

  ・提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

  ・提出書類に不備があった，又は指示した事項に違反したとき。 

  ・選定委員会の委員，本市職員又は当該プロポーザル関係者に対して，不正な接触の事実が

認められたとき。 

⑵ 契約相手方の候補者決定から契約締結日までの間において，次に該当したときは，契約候 

補の決定を取り消し，契約を締結しないことがある。 

  ・参加資格要件を満たさなくなったとき。 

  ・本市指名停止要綱の対象となる事案に該当したとき。 

 

３ 審査及び評価基準 

⑴ 審査方法 

公募型プロポーザル方式により，２段階で実施する。 

①  １次審査は，参加資格要件確認のための書類審査を実施し，提案書の提出者を選定す 

る。 

② ２次審査は，審査評価基準に基づく書類審査及びプレゼンテーション審査を実施し， 

総合得点を基に最も優れた提案書の提出者及び次点者を決定する。なお，プレゼンテー 

ションの説明は 20分以内，質疑は 15 分程度とする。プレゼンテーションの際にパソコ 

ン等の使用を認めるが，スクリーン及びプロジェクター，HDMI ケーブル以外の機器は各 

自用意すること。また，参加者は３人以内とし，オンライン参加は不可とする。 

※実施日は令和７年３月５日（水）を予定し，時間及び場所については，別途通知する。 

⑵ 受託候補者の選定 

審査の結果に基づき，企画提案者の中から，総合評価点が最高位の事業者を受託候補者に選 

定する。ただし，出席委員（委員長及び副委員長含む。）が満点をつけた場合の総数の６割を最 

低基準点とし，最低基準点以上の者を選定の対象とする。最低基準点以上の者がいなければ， 

受託候補者を選定しない。総合評価点が候補者の次に高く，かつ本業務を遂行する能力を有す 

る者を次点者として選定する（次点者についても，候補者と同様に最低基準点（総得点が満点 

の 60％）以上の者だけを対象とする。）。 

また，審査は１者のみでも実施するが，最低基準点以上でなければ受託候補者を選定しない。 

  受託候補者選定後，本市が必要と判断した場合は，企画提案の内容について協議を行うこと 

がある。受託候補者との協議が整わない場合は，次順位受託候補者と契約締結の交渉を行う。 

⑶ 選定委員構成 

   委員長 1人，副委員長１人，委員６人 合計８人 

 ⑷ 選定基準 

  ① １次審査の参加資格要件確認は，「２ 資格要件」のとおりとする。 

  ② ２次審査の選定基準は，別記「審査評価基準」のとおりとする。 

 ⑸ 審査結果通知 

   １次審査結果は，参加意向申出者全員に電子メールで通知する。また，２次審査結果は，

企画提案書の提出者全員に書面で通知する。 
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４ 質疑と回答  

⑴ 提出方法 

別紙「質疑書」（様式第１号）をＦＡＸもしくは電子メールにより提出すること。いずれの

提出方法においても，電話により到達を確認すること。 

⑵ 提出期限 

   令和７年２月５日（水）正午 

⑶ 提出先 

高知市商工観光部商業振興・外商支援課 

住所：〒780-8571 高知県高知市本町５丁目１番 45 号 高知市役所第二庁舎２階  

電話：088-823-9375  FAX：088-823-4024 Ｅメール： kc-151700@city.kochi.lg.jp 

⑷ 回答 

令和７年２月７日（金）までに高知市商業振興・外商支援課ホームページに掲載する。 
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５ 参加意向申出書の提出（１次審査） 

⑴ 提出書類 

  申請に際し，次に掲げる書類を提出すること。 

① 参加意向申出書（様式第２号） 

② 資格要件確認書（様式第３号） 

③ 登記簿謄本又は登記事項証明書（現在事項全部証明書等） 

④ 委任状（様式第４号） 

※契約等について委任関係がなければ提出不要 

⑤ 市町村税に係る納税証明書 

※滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書 

※所在地が東京 23 区の場合は提出不要 

⑥ 都道府県税に係る納税証明書 

※滞納がないことの証明書又は直近２事業年度の納税証明書 

⑦ 国税に係る納税証明書（未納税額のない証明書） 

※法人税，消費税及び地方消費税，源泉所得税及び復興特別所得税（強制徴収分） 

【納税証明書の種類：その３】…その他欄に「源泉所得税及び復興特別所得税」と記載し請求。 

※納税証明書の種類「その３の２」や「その３の３」では，源泉所得税に未納がないことが記

載されないので注意すること。 

⑧ 社会保険料納入確認（申請）書（様式第５号） 

※直近２年間に未納がないことの証明書 

⑨ 財務諸表 

※直近１事業年度の決算書類 

・法人=貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書等の写し 

⑩ 暴力団排除に関する誓約書及び照会承諾書（様式第６号） 

⑪ 企業概要が分かるパンフレット等 

⑫ 共同企業体による申請に係る書類 

 ア 共同企業体結成に係る協定書（写し） 

   協定書には，出資比率，構成員ごとの担当業務，構成員が債務不履行の場合の対応方法

などを必ず明らかにしてください。 

 イ 委任状（様式第４号） 

   共同企業体の代表者を受任者とし，各構成員が委任者として提出すること。なお，記入

の際には，各団体の所在地，商号（名称），代表者名を明記し，各団体の代表者印を押印

すること。 

【注意事項】 

●官公署等の証明書類は，申請書提出日から遡って３か月以内に発行されたものに限る。 

●本市の令和６・７年度物件等競争入札参加資格を有している提案者は，③～⑩の提出は不要とする。 

●共同企業体により提案する場合は，構成員ごとに②～⑪を提出すること。 

 ⑵ 提出方法 

提出書類は紙媒体とし，①～⑩は各１部（共同企業体は⑫をあわせて提出），⑪は 12 部を

持参（土曜日，日曜日及び祝日を除く日の午前８時 30 分から午後５時までとする。）又は郵

送（郵送物の追跡が可能である方法に限る）によること。 

   ※郵送の場合は，提出後，電話にて提出した旨の報告を行うこと。 

 ⑶ 提出期限 

   令和７年２月 12日（水） 午後５時（必着） 
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 ⑷ 提出先 

   高知市商工観光部商業振興・外商支援課 

   〒780-8571 高知県高知市本町５丁目１番 45 号 第二庁舎２階 

   電話：088-823-9375 FAX：088-823-4024 

 ⑸ 参加資格審査及び結果通知 

   参加意向申出書の提出があった者について資格審査を行い，審査結果を参加資格確認結果

通知書（様式第７号）により通知する。なお，資格審査により失格となった者は，通知日の

翌日から起算して７日以内に，書面にてその理由について説明を求めることができる。 

 

６ 企画提案書作成要領（２次審査） 

⑴ 提出書類 

ア～オについては正本１部，副本 12 部，カについては正本のみ１部，提出すること。 

ア 業務の実施方針及び実施体制（任意様式） 

イ 企業の業務実績調書（様式第８号）  

ウ 企画提案書（任意様式） 

  別紙「高知市シティプロモーション事業委託業務仕様書」に基づき下記の提案をするこ

と。 

   

提案１ 

（コンセプト） 

 本市の認知度やブランド力の向上，関係人口及び移住・定

住人口の増加につながるようなプロモーション全体のコンセ

プトを提案すること。 

提案２ 

（情報発信ツールの制作） 

 上記コンセプトに連動させた，キャッチコピーを１案以上

提案することとし，ロゴマーク，総合ポータルサイト，ショ

ート PR 動画のイメージ案についてあわせて提案すること。 

提案３ 

（広報手法） 

 提案２で制作したツールを活用し，特設サイトへの誘導を

促すための広告メディア（テレビ，新聞，WEB，雑誌，交通広

告，屋外広告等）を利用した戦略的な情報発信と取組につい

て提案すること。 

 関西圏での催事開催にあたっての場所や時期，実施イメー

ジについて提案すること。 

提案４ 

（独自提案） 

 本市の移住や観光，外商，ふるさと納税の各分野全体への

波及効果が期待できるような独自の取組を企画し，提案する

こと。 

 

    ※様式は，片面でＡ４判の場合は 20 枚以内，Ａ３判の場合は 10枚以内とする。 

ただし，表紙や目次，企画提案内容を補足するための説明資料については上記制限枚

数には含めない。なお，説明資料を添付する際は，企画提案書のどの提案事項に対す

る説明であるか，題名をつける等，明示すること。主要な文字の大きさ（ポイント数）

は 10.5 ポイント以上とし，企画書の用紙の向きについては，縦又は横のいずれかで統

一すること。 

  エ 業務の実施スケジュール（任意様式） 

オ 業務参考見積書（任意様式とするが，経費の内訳が確認できるものとすること。また，

全体経費（小計）から値引きをし，総計を出すことは認めない。）  

カ 情報非公開希望申立書（様式第９号）（非公開希望がない場合でも必ず提出すること。） 

 ⑵ 提出方法 



 

6 

 

   提出書類は紙媒体とし，持参又は郵送により提出すること。 

※持参の場合は土日・祝日を除く午前８時 30 分から午後５時まで（うち，正午から午後 1

時までを除く）とする。郵送の場合は郵送物の追跡が可能である方法に限る。（提出期限

までに要必着） 

 ⑶ 提出期間 

   令和７年３月３日（月）正午まで（必着） 

 ⑷ 提出先 

   高知市商工観光部商業振興・外商支援課 

〒780-8571 高知県高知市本町５丁目１番 45 号 高知市役所第二庁舎２階 

 ⑸ 留意事項 

  ア 企画提案書は１者１提案とする。 

  イ 企画提案書を受理した後の差替え，追加，削除等は一切認めない。   

 

７ 実施スケジュール（予定） 

公告 令和７年１月 31 日（金） 

質疑書の提出期限 令和７年２月５日（水）正午 

質疑に対する回答 令和７年２月７日（金） 

参加意向申出書の提出期限 令和７年２月 12 日（水）午後５時 

参加資格確認結果の通知 令和７年２月 21 日（金） 

企画提案書の提出期限 令和７年３月３日（月）正午 

プロポーザル選定委員会の審査 

（プレゼンテーション） 
令和７年３月５日（水） 

審査結果の通知 令和７年３月中旬 

契約の締結 令和７年３月下旬 

 

８ 結果の公表 

⑴ 審査結果の通知時に，候補者の名称及び所在地，総得点，その他の参加者（「Ｂ社」「Ｃ社」 

等と記載）の総得点を高知市商業振興・外商支援課のホームページで公表する。 

⑵ 契約締結後に，契約相手方の名称及び所在地，契約締結日，契約期間，契約金額を高知市 

商業振興・外商支援課のホームページで公表する。 

 

９ その他留意事項 

 ⑴ 提案に要する費用は，すべて参加者の負担とする。 

⑵ 共同企業体を結成して提案を行う場合は，応募に関する事務を全て当該共同体の代表者を

通じて行うこと。また，本市が当該代表者に対して行った行為は，当該共同体全ての構成員

に対して行ったものとみなす。 

 ⑶ 提案資格を有することについての資格確認後において，次のいずれかに該当するときは，

当該契約に係る資格を失うものとし，既に提出された提案書は無効とする。 
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  ア 参加資格要件を満たさなくなったとき。 

  イ 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

  ウ 提出書類に不備があった，又は指示した事項に違反したとき。 

  エ 選定委員会の委員，本市職員又は当該プロポーザル関係者に対して，不正な接触の事実

が認められたとき。 

 ⑷ 提出された書類は，理由のいかんにかかわらず返却しない。 

 ⑸ 提出された書類は，参加者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

 ⑹ 提出された書類は，審査及び説明並びに公表のために，その写しを作成し使用することが

できるものとする。 

 ⑺ 提出された書類は，高知市行政情報公開条例（平成 12 年条例第 68 号，以下「条例」とい

う。）に基づく情報公開請求があった場合，公開することにより，当該法人等又は当該事業を

営む個人の権利，競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認めるに足りる

合理的な理由があるもの（条例第９条第１項第３号該当）を除き公開することとする。した

がって，提案内容に条例第９条第１項第３号に該当する部分がある場合は，提案書を提出す

る際に，非公開とする部分と具体的な理由を記載した書類（様式第９号）を提出すること。

ただし，非公開の申出があった部分であっても，合理的な理由がないと判断する場合や公開

することが公益上必要であると認める場合などは，公開することがある。 

 ⑻ 参加を辞退するときは，必ず参加辞退届（様式第 10号）を提出すること。なお，辞退する

ことによって，今後の本市との契約等について不利になることはない。 

 ⑼ 選定結果等についての不服及び異議申立てがある場合は，通知を受けた日の翌日から起算

して７日以内に，その理由について説明を求めることができる。その場合，本市が開示して

も差し支えないと判断した項目に限り回答する。 

 

10 担当部署（問い合わせ先） 

担当：高知市商工観光部商業振興・外商支援課 山影・谷口 

住所：〒780-8571 高知県高知市本町５丁目１番 45 号 高知市役所第二庁舎２階 

電話：088-823-9375 FAX：088-823-4024 

Ｅメール：kc-151700@city.kochi.lg.jp 
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（別記） 

 

審査評価基準 

 

評 価 項 目 
配 

点 
評価の視点 

１ 企業の評価 ５ 
・地方公共団体や民間企業含め，観光，移住，ふるさと納税，外商

に関するプロモーション業務の実績・成果が十分にあるか。 

２ 主たる営業所等の

有無 
３ 

・高知市内に主たる本社又は本店，支社，支店，営業所等を有して

いるか。（営業所を有している場合，別途，証明となるものの提出要） 

３ 業務遂行能力 ５ ・業務に必要な人員体制，役割分担がなされているか。 

４ 事業スケジュール ５ 
・取組や広報の期間が十分とられており，効果的なタイミングで設

定されているか。また，具体的なスケジュールか。 

５ 企画提案書 

20 

⑴ コンセプト 

・本市の現状を踏まえ，本市の認知度やブランド力の向上，関係

人口及び移住・定住人口の増加につながるようなプロモーショ

ン全体のコンセプトが，長期的な視点から設計されているか。 

30 

⑵ 情報発信ツールの制作 

・上記のコンセプトと連動したキャッチコピーと，ロゴマークや

ショート動画のイメージが提案され，本市の魅力や特徴を的確

に表現し，印象に残る内容となっているか。 

・総合サイトのデザインは分かりやすくデザイン性の高いイメー

ジとなっているか。 

25 

⑶ 広報手法 

・上記（2）で制作したツールを十分活用し，特設サイトへの誘導

を促すための広報手法が具体的に示されており，20～34 歳の若

者世代を中心として本市の認知度向上につながる提案内容とな

っているか。 

・提案のあったコンセプトを踏まえた手法がとられているか。 

・催事等の実施に当たり，ターゲット層を意識した具体的な開催

場所や時期が提案され，実現可能な内容となっているか。 

20 

⑷ 独自提案 

・移住や観光，外商，ふるさと納税の各分野全体への波及効果が

期待できるような独自の取組が提案されているか。 

・業務を通じて，企画提案者の独自の強みや，それを活かした創

意工夫のある内容が企画され，提案されているか。 

６ 業務参考見積額 ７ ・経費の積算が適正であり，廉価であるか。 

合 計 120  

 


